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当社の民事再生手続開始の申立てに関するお知らせ

  当社、ジェネシス・テクノロジー株式会社は、本日平成 20 年９月 25 日開催の取締役会において

民事再生手続開始の申立てを行うことを決議し、神戸地方裁判所に民事再生手続開始の申立てを行

い受理され、直ちに同裁判所から保全処分命令（弁済禁止処分）と監督命令が発せられましたので、

下記のとおりお知らせいたします。

  このような事態となり、株主様、お客様、お取引先様の皆様には多大なご迷惑をおかけするとこ

ろとなり、誠に申し訳なく心からお詫び申し上げます。今後、役職員一同、再生に向けて全力を尽

くして参る所存ですので、何卒ご理解とご支援を賜りますよう、伏してお願い申し上げます。

記

１．申立ての理由

　　当社は、これまで、国内最大級の独立系テストハウスとして、アセンブリを含む半導体テスト

ハウス事業をメインとし、平成 16 年に新たに進出した半導体設計事業を加え、半導体分野にお

けるトータルソリューションを提供する企業を目指した事業展開を進めてまいりました。また、

資金調達手段の多様化および強い財務体質の実現を図るため、平成 18 年３月に東京証券取引所

市場第二部に株式を上場いたしました。

  　しかしながら、平成19年3月期には、ＦＰＤ（フラット・パネル・ディスプレイ）駆動用ＩＣの

生産調整および価格下落等により、当社半導体テストハウス事業においても受託数量および受託

価格が低迷した結果、売上高が減少し、利益面でも損失を余儀なくされました。

  　また、平成20年３月期においては、半導体の価格下落やＦＰＤ駆動用ＩＣでの生産調整が長引

き、売上拡大、事業構造改善および希望退職の募集をはじめとする合理化施策に取り組んだもの

の、ＦＰＤ駆動用ＩＣの市況悪化の長期化に加え、ロジックＩＣにおいても顧客における生産動

向の変化による数量減少が大きく影響し、当社の業績は大幅に悪化しました。

  　このような状況を受け、本年５月に事業の選択と集中、半導体テストハウス事業での拠点統合

による生産体制スリム化、要員合理化による労務費削減などによるコスト構造の見直し、売上拡

大策の推進を柱とする中期経営計画を策定し、業績の早期改善に取り組んでまいりました。資金

面では、中期経営計画に掲げた施策を着実に実行し、金融機関からの信頼回復へと繋げることで

資金調達を図るとともに、ファクタリングを活用することで資金の確保を目指してきました。

  　このような状況の中、平成21年３月期においては、第一四半期は、ほぼ中期計画どおりの進捗

となりましたが、第二四半期において半導体テストハウス事業の需要が減退傾向を強め、第三四

半期以降も更に悪化する見通しにあります。こうした需要環境の悪化の中で、弊社の売上高も急



激に落ち込む見通しとなり、この結果、資金繰りに目処が立たない状況となったため、民事再生

手続による再建を決断いたしました。

２．負債総額（平成20年９月25日現在）

    11,264 百万円

３．今後の見通し

  　当社は、今後、民事再生手続において、現在の中期計画から更に事業の選択と集中を加速させ、

抜本的な収益構造の改善を図るとともに、速やかにスポンサーを選定のうえ、スポンサーの支援・

協力の下、早期の再建を図る所存です。なお、当社は、スポンサー選定につき、Ｍ＆Ａについて

豊富な実績を有するＧＣＡ サヴィアン株式会社からアドバイザリーサービスの提供を受ける予

定です。

４．有価証券上場規程第６０５条第１項に規定する再建計画等の審査に係る申請の有無

    無し



（ご参考）

１．申立ての概要

(1) 申立日 平成２０年９月２５日

(2) 申立裁判所 神戸地方裁判所

(3) 事件番号 平成２０年（再）第６号

(4) 事件名 民事再生手続開始申立事件

(5) 申立代理人  大阪市中央区北浜３丁目6番13号 日土地淀屋橋ビル

弁護士法人  淀屋橋・山上合同

ＴＥＬ 06-6202-4776
Ｆａｘ 06-6202-3375
弁護士 軸  丸  欣  哉
同 渡  邊      徹
同 阪  口  彰  洋
同 冨  來  真一郎

同 清  水  良  寛
同 牧  野  誠  司
同 南      靖  郎

２．会社の概要

(1) 商号 ジェネシス・テクノロジー 株式会社

(2) 本店所在地 兵庫県西脇市和田町７５番地

(3) 設立年月日 昭和６２年１２月１日

(4) 代表者 代表取締役社長 小松 伯正

(5) 主な事業所 本社・西脇工場、所沢工場、九州工場、神戸事業所

(6) 主な事業内容 半導体テストハウス事業、半導体組立事業、半導体設計事業

(7) 資本の額    ２６億３３９５万円（平成20 年3 月31 日現在）

(8) 株式の状況 発行可能株式総数 25,600,000 株
               発行済株式の総数  7,315,000 株
(9) 株主の状況（平成20 年3 月31 日現在）

   株主総数 4,223 名
 (10) 役員の状況（申立日現在）

代表取締役社長 小松 伯正

取締役 松井 秀雄

取締役 児玉 徹
取締役 中住 晃
取締役 長谷川 一司

取締役 湖東 彰弘

取締役（非常勤） 山本 浩司

常勤監査役 中山 弘海

監査役 石橋 靖彦

監査役 山地 敏行



(11) 従業員の状況（平成20 年3 月31 日現在）

正社員 477 名
(12) 労働組合 存在しない

以 上


